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１．はじめに

・中国の実用新案出願は特許と共に急激な伸びを示している。

・個人出願人比率も高く、対応特許のない中国１国出願も多く、
網羅して調査することが難しいとされている。

・他方、実用新案の権利維持期間が短いことも知られているので、
有効なもの（生きているもの）について解析した。
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有効なもの（生きているもの）について解析した。

・特許も含めたライセンス情報について解析した。

・特実同時出願の実態の一部について解析した。



中国実用新案の推移
公開特許
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公開年

実用新案
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実用新案の
伸びが著しい



実用新案登録状況
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商用英語データベース中国実用新案の収録

書誌

登録 件数 収録率 件数 収録率 CN U/Y 収録率 CN U/Y 収録率 CN U/Y 収録率 CN U/Y 収録率
2005年 81378 0 0% 81377 100% 0 0% 81325 100% 81132 100% 81378 100%
2006年 103388 0 0% 103388 100% 0 0% 103327 100% 103301 100% 103388 100%
2007年 145137 0 0% 145136 100% 144974 100% 145087 100% 144993 100% 145137 100%
2008年 177104 0 0% 177104 100% 177039 100% 177026 100% 176952 100% 177104 100%
2009年 200035 0 0% 200035 100% 199959 100% 199949 100% 199898 100% 200035 100%
2010年 315832 0 0% 315830 100% 315790 100% 315783 100% 315782 100% 315832 100%
2011年 404520 0 0% 404519 100% 404370 100% 404376 100% 404389 100% 404520 100%

B社 C社

原語抄録 実案抄録 実案抄録

A社

実案抄録

W社

実案抄録英語DB抄録

SIPO CNIPR
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特許と同様、実案の収録もほぼ問題なし（台湾や韓国とは異なる ）
直近のデータ（収録のタイムラグ）はデータベースにより差あり

2011年 404520 0 0% 404519 100% 404370 100% 404376 100% 404389 100% 404520 100%
2012/1 32338 0 0% 32338 100% 32311 100% 32332 100% 32328 100% 32338 100%
2012/2 26234 0 0% 26234 100% 26210 100% 26232 100% 26227 100% 26234 100%
2012/3 25120 0 0% 25120 100% 25016 100% 25114 100% 25114 100% 25120 100%
2012/4 27800 0 0% 27800 100% 27578 99% 27794 100% 27794 100% 27800 100%
2012/5 55493 0 0% 55493 100% 54467 98% 55479 100% 55469 100% 55493 100%
2012/6 23250 0 0% 23250 100% 22671 98% 23246 100% 23242 100% 23250 100%
2012/7 68549 0 0% 68549 100% 22921 33% 68537 100% 68527 100% 68549 100%
2012/8 52427 0 0% 52425 100% 0 0% 52412 100% 52403 100% 52427 100%



中国特許調査における誤解

①対応特許のない中国１国出願が急増している。
②実用新案の抄録は不充分。
③他国出願に比べ、個人出願人が多い。

「網羅して検索することはきわめて困難」？？
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「網羅して検索することはきわめて困難」？？

（商用英語データベースだけで100%把握することは困難）

商用英語データベース＋CNIPRを組合わせれば100%把握



３．有効実用新案の把握

中国特許庁ではこの数年、専利統計簡報で有効特許、有効実用新案
ランキングを公表している。

増え続けている実用新案も数年もすれば失効するものが多い。
（失効した実用新案について把握する必要は少ない）
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権利として生きている登録、権利化の可能性のある公開特許を
解析することが重要。

失効特許・実用新案は技術動向調査の材料としては有用な場
合もあるが、権利の抵触判断では不要。



実用新案維持年限（中国特許庁）

内国人は１～４年
外国人は２～７年

満期まで維持は少ない

中国特許庁 専利統計簡報2012年12期



失効実用新案の解析（登録～失効までの期間）
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失効実用新案の解析（各年の失効実用新案）
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CNIPR生死情報の表示

審査請求前後の公開特許（ｲｴﾛｰ）

失効（ｸﾞﾚｰ）

有効登録（ｸﾞﾘｰﾝ）

審査請求前後の公開特許（ｲｴﾛｰ）



失効 特許/実用新案推移

失効特許
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有効 特許/実用新案推移
有効特許

0
50000

100000
150000
200000
250000
300000
350000
400000
450000

20
01

年

20
02

年

20
03

年

20
04

年

20
05

年

20
06

年

20
07

年

20
08

年

20
09

年

20
10

年

20
11

年

特許 全体

特許 法人

特許 個人

2012年9月現在

審査請求前後の
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有効実用新案

実用新案有効数
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2010年有効実用新案（外国企業）

MOLEX

INTERDIGITAL TECHNOLOGY

MOLEX

INTERDIGITAL TECHNOLOGY

登録で生きているもの
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MOLEX

INTERDIGITAL TECHNOLOGY

MOLEX

INTERDIGITAL TECHNOLOGY

中国特許庁（専利統計簡報2011年07期）



2010年有効実用新案（外国企業）
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INTERDIGITAL TECHNOLOGY

PANASONIC CORP

BLACK & DECKER
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FORD GLOBAL TECH

BROTHER

ABB AB

PANASONIC ELEC WORKS

YAMAHA CORP

APPLIED MATERIALS

名寄せを考慮して
算出すると・・・



2010年有効実用新案（中国企業）
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鸿海精密工业
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富士康・电脑接插件

宝山钢铁
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钢铁

中国石油天然气

美的集团

奇瑞汽车

康佳集团

英业达科技

中兴通讯(ZTE)

専利統計簡報と若干
異なるランキング



2010年有効実用新案（中国研究機関）
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贵阳铝镁设计研究院

中国人民解放军

沈阳铝镁设计研究院

北京有色金属研究总院
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中国电力科学研究院

云南昆船设计研究院

中国水产科学研究院

中国电子科技集团

中国北车股份有限公司

中国农业机械化科学研究院 専利統計簡報と若干
異なるランキング



実用新案における個人出願人比率
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2010年有効実用新案（個人出願人）
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许晓华

陈际军
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徐克林

王勇

刘伟

2121

刘伟

张明亮

雷先鸣

汪卫星

刘新广

商用英語データベースへの収録検証
出願人「许晓华」の2011年登録実案 87件
⇒ DOCDB系データベース 87件 抄録もすべて収録



４．中国ライセンス情報の解析
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ライセンス権利種別
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ライセンサー種別（実案）
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2010年上位ライセンサー（実案）

この年は全部で12,607件のライセンス契約。上位26社で全体の10%程度。
首位の「比亚迪股份有限公司」は2009年も首位。第2位の「美的集团有限公司」は

2010年の首位。



５．特実同時（重複）出願の解析

実用新案

同日出願

登録

実用新案権発生

重複授権放棄
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特許 公開 登録

（優先）審査請求

早期公開請求 審査期間
長い



二重出願の要件

●専利法第9条、実施細則第41条

内容

主体的要件 出願人が同一であること

客体的要件 同様の発明創造であること客体的要件 同様の発明創造であること

時期的要件 同日に出願していること

手続的要件 ・出願時に、同様の発明創造について他方の特許につい
て出願していることを説明すること
・実用新案権の放棄宣言をすること

同様の発明創造でない（クレームの記載内容が異なる）場合
⇒特許と実用新案の両方を権利維持できる



同時出願例

特許と実案の同時出願（書誌、抄録、ｸﾚｰﾑが同じ）

特許
2011/6/22審査請求

主权项:1.
一种复合透明导电基板，包括透明基底、高导电性栅网、
透明导电膜，其特征是，高导电性栅网设置在透明基底上，
透明导电膜覆盖在透明基底上且全部包覆导电性栅网

実案



同時出願例

29

同日に特許も出願している、
という表明



同時出願利用出願人ランキング
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同時出願の実案が放棄されている

同時出願の特許が登録になった

特許

両方は持てない。

実案



重複授権放棄推移
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中国の同時（重複）出願制度

実用新案

同日出願

登録

ｸﾚｰﾑ：A 重複授権とはならない
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特許 公開 登録

（優先）審査請求

ｸﾚｰﾑ：A 重複授権とはならない

ｸﾚｰﾑ：A ｸﾚｰﾑ：A+B



同時出願：クレーム変更で特実成立例

実用新案 登録特許
1 CN202007330U CN101798741B
2 CN201712061U CN102126249B 
3 CN201857398U CN101871028B 
4 CN201862669U CN102039335B 
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4 CN201862669U CN102039335B 
5 CN201947725U CN101960968B 
6 CN201698827U CN101916617B 
7 CN201744642U CN101912959B



中国実用新案情報のまとめ

1)中国実用新案の出願の伸びは特許より顕著であるが、多くは２～４年で失効する。
権利として生きている「有効実用新案」を把握することが重要（特許も同様）

2)2008年まで個人出願人が50％を上回っていたが2009年以降は法人比率が大

3)商用英語データベースの実用新案抄録収録はほぼ問題なく、ファミリーのない個人
出願人であっても収録されている。

4)全失効実用新案データを元に「登録～失効」期間を調べたが、中国特許庁発表の
専利統計簡報のデータとほぼ一致していることを確認した。
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専利統計簡報のデータとほぼ一致していることを確認した。

5)中国特許庁から公表されている2002年～2012年7月までのライセンスデータを元に
動向などについて調べた結果、2009年以降著しい増加を示しており、特許に比べ
実用新案のライセンス比率がやや高いこと、法人より個人の比率が高いことなどを
明らかにした。

6)特許との同時出願制度についても調べ、重複授権放棄された27183件について
企業の動向などについて調べた。

7)同時出願したものも、特許審査の過程でクレーム変更などされたものは重複授権と
ならず並存可能であり、数は少ないが存在することも明らかにした。
したがって、同時出願数は重複授権放棄数より若干上回ることになる。
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